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気候変動は 遠い国の問題ではありません 
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• アンデスから崩落する氷河の、滑る速度が速くなっている 

• ツバルは環礁の島。滲み出る海水で埋まるまちがある 

• 着色期に高温が続くと、リンゴの着色障害 がおきる＇国内（ 

• マラリアを媒介するシナハマダラカは全国に分布する＇国内（ 

 
写真：全国地球温暖化防止活動推進センター 

デング熱を媒介する 

ヒトスジシマカ 
   ：ja.wikipedia.org  
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気候変動に関する科学的な知見 
【IPCC】気候変動に関する政府間パネル 

国連環境計画UNEP・世界気象機関WMOにより1988年に設置された政府間機関 

国際交渉の節目に統合報告書を公表し、気候変動枠組み条約を支援 

2014年11月 第5次統合報告書を公表 
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2014 YUKO SAKITA 5 資料：全国地球温暖化防止活動推進センター 

2℃上昇以内に抑えないと 
地球環境に甚大な影響・・・ 

このままCO2排出が続くと 
2100年の地球はどうなる？ 

 



次世代が快適に暮らせる地球環境を伝えるために 

世界はどう対策するのか 
2050年までに世界の排出量半減。先進国はー８０％ 

2100年には？ 

資料：全国地球温暖化防止活動推進センター 2014 YUKO SAKITA 6 



 

世界のエネルギー起源CO2排出量の推移 

2014 YUKO SAKITA 7 



2014 YUKO SAKITA 8 

世界各国の一人当たりCO2排出量の推移 

資料：環境省 



気候変動に関する国際交渉の流れ 
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2020年以降の世界の削減枠組み合意に向けて 

COP21に向けた国際交渉のスケジュール 

2014 YUKO SAKITA 10 資料：環境省 



「地球温暖化をめぐる国の動向等について」 
＜目次＞ 

①世界の温室効果ガス排出状況と国際交渉 

②日本の温室効果ガス排出状況 

③最近のエネルギーを巡る状況と課題 

④2050年にCO2ー80％に向けて、 

  どう削減をめざすのか？ 

⑤省エネルギー 

⑥再生可能エネルギー 

⑦イノベーションの具体化に向けて 

 2014 YUKO SAKITA 11 



日本の温室効果ガス排出量と京都議定書達成状況 
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日本の２０２０年削減目標「2005年度比3.8％減」 
• 原子力発電による温室効果ガス削減効果を含めず設定した現時点の目標 

• 2020年以降の世界の目標検討に向け、日本の約束草案検討をスタート 

 資料：環境省 
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エネルギー起源CO2の部門別排出量の推移 

資料：環境省 
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日本のCO2排出量の内訳 

資料：環境省 
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東日本大震災の影響で顕著になった 
「自給率の低い日本」のエネルギーの課題 
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資料：資源エネ庁 



天然ガス・石炭・石油など化石燃料の輸入急増 
による電気料金の上昇 

総ての原子力発電停止により、火力発電の燃料を緊急輸入 
2013年は火力の燃料費約3.6兆円増加 ＇1人あたり3万円増（ 
 



化石燃料を燃焼させる火力発電の急増で 
電力のCO2排出原単位も上昇 
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2012年は10年度比CO2が1.1億トン増 日本の年間９％程度増加 



温室効果ガス排出量の推移 



2014.4 「エネルギー基本計画」 
電力需要の変化にも対応したバランスいい電源構成に 

2030年新エネ比率21％以上、原子力依存度はできる限り下げベースロード電源に 

2014 YUKO SAKITA 20 資料：資源エネ庁 



規制庁の安全性確認の徹底 

資料：資源エネ庁 
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第4次環境基本計画で明記した方向性 
2050年CO2ー80％に向けて、 

どう削減をめざすのか？ 
2020年以降の目標値設定の要素 

すべての分野の総合力で達成めざす 

技術革新＋定着へのシステムづくり 

 くらし・仕事・地域への定着でイノベーション創出 

エネルギーのCO2削減 

 省エネ・効率的な活用(コージェネレーション（ 

 再生可能エネルギーの徹底した創出 

 原子力の安全を徹底した上での活用 
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資料：資源エネ庁 



資料：資源エネ庁 
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資料：資源エネ庁 
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22% 30% 11% 

＇発電電力量に占める割合（ 

【出所】日本：「電源開発の概要」等より作成 
     ドイツ、スペイン、イギリス、フランス、イタリア、アメリカ：2012年推計値データ、IEA, Energy Balances of OECD Countries (2013 edition)     

15% 

発電電力量に占める再生可能エネルギーの割合 
         の国際比較 

(2013年度（ 

資料：資源エネ庁を活用して作成 2014 YUKO SAKITA 
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2012.7施行 固定価格買い取り制度＇ＦＩＴ（による 
再生可能エネルギー＇大規模水力除く（の導入強化 
メガソーラー急拡大。風力・地熱は適切＆迅速な環境アセスを      

資料：資源エネ庁 



再生可能エネルギーの導入状況  

資料：資源エネ庁 



   固定価格買取制度における賦課金負担水準と 
           買い取り価格 

資料：資源エネ庁 



見直したい地域の自然環境とエネルギー資源 

美しい四季の自然美 
豊かな地域の文化 

 

厳しい自然環境 
 
 

 
 
 
 
 
 

急峻な河川 ／ 土砂災害 

激しい造山活動 ／ 地震災害 

厳しい年間気温差 ／ 高温多湿 

自然エネルギーに 
恵まれた風土 

39 2014 YUKO SAKITA 

おひさま進歩エネルギー 
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再生エネルギー 

出典：環境省総合環境政策局環境計画課「平成23年版 環境統計集」より作成 

出典：総務省緑の分権改革推進会議 第四分科会「再生可能エネルギー資源等の賦存量等 の調査についての統一的なガイドライン」 
    ※シナリオ①の数値を採用。ただし、風力は陸上のものだけとし、洋上はのぞく。 

～ 
～ 

再生可能エネルギーポテンシャルと電力使用量 
 

・地域に根ざした取り組みの始まっている主な都道府県 

(単位：百万KWh) 

10,0752 

電力使用量 

再生可能 
 エネルギー 

 

地域の取り組みは既に、 
全国で始まっている。 
特に電力で自立できる 
地域は積極的に 
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持続可能な環境都市めざして 
東京都新宿区「環境基本計画」重点的とりくみ 
人づくり・環の広がり・スマートコミュニティー 

※新宿区第二次環境基本計画2013.2より 

１、主体的な環境活動とネットワーク化の促進 

２、環境学習 ３、スマートコミュニティ 
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環境基本計画でめざす持続可能な社会 
安全確保を基盤として 

低炭素・循環・自然共生を統合的に達成 

環境省第四次環境基本計画2012.4 

◇震災復興、放射性物質による環境汚染対策 

◇重視すべき方向 

①環境・経済・社会
政策分野間の連携 

②国際情勢に的確
に対応した戦略 

◇重点分野 

①グリーンイノベーション
②国際的取り組み 

③地域づくり・人づくり 

④地球温暖化 

⑤生物多様性 

⑥循環型社会 

⑦水環境保全 

⑧大気環境保全 

⑨化学物質対策 

③基盤となる国土・
自然の維持・形成 

④多様な主体の 
行動と参画・協働 

43 2014 YUKO SAKITA 



  ２２世紀型の新たな社会像のイメージ（地域循環共生圏） 

農山漁村 

都市 

◆自然資源・生態系サービス 
   ・食料、水、木材 
   ・自然エネルギー  
   ・水質浄化、自然災害の防止 等  

自立分散型社会 
＇地域資源【自然・物質・人材・資金】の循環（ 

◆資金・人材などの提供 
   ・自然保全活動への参加 
   ・社会経済的な仕組みを通じた支援等 

川 

森 

海 

○基盤となる安心・安全施策と低炭素・循環・自然共生施策が統合的に達成される社会を実現するためには、都市と農山漁村
の各域内において、地域ごとに異なる再生可能な資源＇自然、物質、人材、資金等（が循環する自立分散型社会を形成しつつ、
都市と農山漁村の特性に応じて適切に地域資源を補完し合う仕組みが重要。 

○このためには、都市や農山漁村の各域内やその間でのつながりの強化＇自然的つながり＇森・里・川・海の連環（や経済的つ
ながり＇人、資金等（（が必要であり、これを実現するため、「実行計画、公園計画、都市計画等の各種計画の連携」や「資金循
環・人材活用」等の各種施策の実行を図る。 

自立分散型社会 
＇地域資源【自然・物質・人材・資金】の循環（ 

○各種計画
＇都市計画、
公園計画、
温暖化対
策実行計
画等（の連
携 

○資金循環・
人材活用
等のため
の施策 

地産地消、再生エネルギー導入等 

地産地消、再生エネルギー導入等 

環境省
資料 

里 
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地域循環共生圏 

 地域循環共生圏がそれぞれ
密接に連携し、より広域な地
域圏（ブロック）において、統
合的・有機的な環境計画（地
域圏環境グランドデザイン）を
策定するというアプローチも
重要な視点 


